ホームヘルプ事業早発地域の一考察　―千葉県小糸町、香川県国分寺町、山口県南陽町を事例として― by 中嶌 洋
Ⅰ．はじめに
　戦後日本のホームヘルプ事業史は、1956（昭和 31）年 4 月 9 日、長野
県告示「家庭養護婦の派遣事業について」（31 厚第 235 号）に端を発し、
同県上田市社会福祉協議会（以下、市社協）内でその組織的推進が図られ
たことにより始まったとされる。このとり組みを起点とし、在宅において
人々が福祉サービスを享受するという仕組みが 1950 年代後半から 1960 年
代にかけて急速に全国展開していくのであり、老人家庭奉仕員派遣事業の







代には暗中模索した時期があった。それは、1955（昭和 30）年 3 月の千
葉県小糸町や翌 1956（昭和 31）年 9月の香川県国分寺町で見られた動き
であり、加えて、山口県南陽町での 1959（昭和 34）年 4 月のとり組みに


































の時代に突入しようとする頃である。同年 7月 31 日に開催された社会福
祉審議会小委員会は、わが国の老人福祉の推進が本格的に検討され始めた
ものであり、これにより、老人福祉施策が全国展開を迎えることになる重








































































よれば、老人家庭奉仕員費補助金　前年度 9,256 万円、昭和 44 年度予算
額 1億 1,520 万円、差引増減額 2,264 万円（人員 1,300 人→ 1,500 人。単価
17,800 円→ 19,200 円）とされ（鉄道弘済会・厚生省・全国社会福祉協議
会編 1961:213）、一方、「昭和 44 年度　寝たきり老人対策費補助金（家庭
奉仕員）」としては、前年度予算額 0円、昭和 44年度予算額 2億 2,528 万円、
差引増減額 2 億 2,528 万円（派遣対象 2 万 7,000 人、奉仕員数 4,400 人。




































プ事業の始点は、「1962（昭和 37）年 5月 29 日、千葉市、『家庭奉仕員制度』
創設」と記述され（中嶌 2016:351）、「1965 年時点で、老人家庭奉仕制度
もまだ千葉、茂原、佐原、習志野、野田の 5市にあるだけ。しかも、千葉

















































































生計中心者の前年所得税が年額 9,600 円以下の世帯 200 円、D　生計中
心者の前年所得税年額が 9,601 円以上 32,400 円以下の世帯 350 円、E　
生計中心者の前年所得税年額が 32,401 円以上 42,000 円以下の世帯 500












































































昭 和 43 年 4 月　老人家庭奉仕員事業運営要綱作成。派遣対象は低所得
の家庭であって、その家族が老人の養護が行えないような身体的、精
神的状況のある場合。
昭和 43 年 5 月　老人家庭奉仕員 2名採用。対象者老人 16 名
昭和 44 年 12 月　パート老人家庭奉仕員 4名採用
昭 和 47 年 4 月　老人と身障家庭奉仕員各 1名、パート身障家庭奉仕員




昭和 48 年 5 月　心身障害児教育家庭奉仕員 1名採用
昭和 48 年 5 月　社会福祉法人認可申請にともない市社協が受託運営
昭 和 52 年 4 月　13 名のヘルパー全員が“ひかり整肢”で介護実技研修
を受け、従来の老人、身障者別の対応から校区別対応に変更













川県国分寺町で 1956（昭和 31）年 9 月 1 日に見られた老人会家庭相談員






　（昭和 43 年 9 月家庭奉仕員の活動から）　現在お伺いしている人は、





































































































































































































































































































































































ルパー 3,939 人）、スウェーデン（3,200 人）、アメリカ合衆国（1,800 人）、デンマー
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千葉 32 40 A※ S.37 生保、非課税世帯 188 121 67 0 5.4 1 2 ――
市川 17※ 40 A S.43
生保または生計中
心者が非課税 50 36 14 0 5 1 ～ 2 4
非常勤の介護
人派遣
市原 10 40 A S.49 老は生保または準ずる世帯 46 35 11 0 4.6 1 ～ 2 5 介護人派遣
野田 3 20,30,50代各 1 A S.49
生保、独居の低所
得老人 18 14 4 0 6 1 ～ 3 3 ――
習志野 9 30 A S.41 ――― 46 30 16 0 6 ―― 介護人派遣





世帯 30 22 8 0 3 1 5 介護人派遣
木更津 4 40 A S.44 ――― 17 17 ― ― 4.3 2 1.5 ～ 2.5 寝たきり老人移動入浴
八日市 2 40 B ― とくになし 11 10 1 ― 5 2 4 寝たきり老人介護人
香川
高松 19 40-11 社協 ― 老障と生保または低所得世帯 122 53 14 55 5 2 3
介護人派遣
（日赤奉仕団）
丸亀 10 40-4 社協 ― 生活に困窮する世帯 67 51 8 8 6 ～ 7 2 2 ～ 3 ――
山口
山口 7 40-4 A S.49 老　低所得世帯 48 34 13 1 7 1 ～ 2 3
介護人派遣
（老・障）
宇部 12 50-6 A S.50 老障　低所得世帯 74 53 7 14 6.2 2 2




【注 3】市川市の※印は、17 人のうち 7人が移動入浴関係。
【出典】自治問題研究会（1978a）『住民と自治』（178）、88 及び同（1978b）（180）、92-3 を基に、筆者再整理。
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